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Abstract
 
On December 23,2010,FCC released its Open Internet Order 2010to preserve the Internet as
 
an open platform for innovation,investment,job creation,economic growth,competition,and free
 
expression. In this Order, FCC adopts high-level rules embodying four core principles:
transparency,no blocking,no unreasonable discrimination,and reasonable network management.
However, there are many problems remain to solve. FCC’s statutory authority to adopt the
 
Order is not clear. The rules are vague,and FCC has to decide on a case-by-case basis and/or
 
proceed incrementally. In addition, this Order provides less protection for mobile broadband
 
than it does for fixed broadband. This Order may help to prevent the harms of open Internet
 
violations by broadband Internet access providers. Nevertheless,the influence of companies that
 
construct their platform in the Application Layer is not considered well. Government authorities
 
should make the additional framework that is necessary to preserve the vibrant and open
 
architecture of the Internet,and foster its progress in the future.
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I .自由で開放されたインターネットの維持
FCCは、本日、インターネットを、革新、投資、職の創出、経済成長、競争、及び表現の自由のた
めのある1つの開放されたネットワークとして維持するために重要な１歩を踏み出した。インターネッ
トの自由及び開放性に関するより大きな明確性及び確実性を提供する目的で、FCCは、広く受容され
てきたインターネットの規範と同様に、FCCの従前の判断にもとづく３つの規則、すなわち、(1)「透
明性」(=‘Transparency’)、(2)「ブロッキング/遮断の禁止」(=‘No Blocking’)、及び(3)「不合理
な差別の禁止」(=‘No Unreasonable Discrimination’)を採択する。
FCCは、これらの規則が、補足的な「合理的なネットワーク運営」(=‘Reasonable Network Manage-
ment’)の原則とともに適用され、インターネットが、当該ネットワークの中心部及び末端の両方にお
ける、活発な民間の投資及び急速な革新とともに、繁栄することを継続することを確かなものとする
ことを助ける一方で、消費者及び革新者に能力を与え、かつ、保護する(であろう/ことになる)ことを
信じる。このことは、遍在性を有し、かつ、高速で、合衆国の世界的な競争性を促進する、ブロード
バンド・アクセスという「全米ブロードバンド計画」(=‘National Broadband Plan’/以下「FCC NBP
2010」)の目的と整合性を有する???。
インターネットは、「同一の競争条件」(=‘level playing field’)である。消費者は、如何なるアプリ
ケーション及びサービスを使用するかについての自らの選択を行い、そして、如何なるコンテンツを、
彼らが、アクセスし、創造し、又は他のものと共有するかを自由に判断し得る。この開放性が、競争
を促進する。それは、また、投資及び革新の「自己強化される」(=‘self-reinforcing’)サイクル/循環を
可能とし、そこにおいて、ネットワークの新たな利用が、ブロードバンドの採用の増大を主導し、そ
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れが、ネットワークそれ自体における投資及び革新を促進し、それが、更に、ネットワークの更なる
革新的な利用、並びに、コンテンツ、アプリケーション、サービス及び機器への更なる投資を主導す
る。この命令の1つの中心的目的は、この投資及び革新のサイクル/循環を育成し、そして、加速する
ことである。
当該記録及び我々の経済学的分析は、しかしながら、インターネットの開放性は、当然のものと受
け取る/考えることが出来ないこと、及びそれが、現実の危機に直面していること、を示す。確かに、
我々は、FCCによる、2005年の開放されたインターネットの原則の採択にもかかわらず、ブロードバ
ンド・プロバイダーが、彼らの実務をエンド・ユーザー及び「エッジ・プロバイダー」(=‘edge provider
(s)’)に開示することなく、コンテンツ及びアプリケーションをブロッキング/遮断する又は品質を低
下させることによって、インターネットの開放性を危機に陥れることを目撃してきた。当該記録は、
また、この領域におけるより大きな明確性、すなわち、インターネットの開放性が継続する(であろう/
ことになる)こと、主張される開放されたインターネットに対する違反を解決するためのある「法廷」
(=‘forum’)及び手続きが存在すること、並びに、ブロードバンド・プロバイダーが、ネットワーク技術
及びビジネス・モデルに関して、彼らのネットワークを、合理的に運営し、かつ、革新し得ること、
の明確性を提供することの広範な利益を証明する。
FCCが、Open Internet NPRM で提案した規則、及び、FCCが、本日採択する規則は、2005年の
FCCによる「インターネット政策声明」(=‘the Internet Policy Statement’)???、2005年から2006年に
かけて合衆国で発生した、コモン・キャリアであるAT&T Corporation系の「地域Bell電話会社」
(=‘Regional Bell Operating Company(-ies)’/RBOC(s))と「インター・エクスチェンジ・キャリア/
長距離通信事業者」(=‘Inter Exchange Carrier(s)’or‘Interexchange Carrier(s)’/IXC(s))を当事者
とする一連の大型通信合併に際して、「ネットワークの中立性」(=‘network neutrality’)の維持を目的
として当事者に対して課された条件???、2007年に規定された、700MHzのCブロックのスペクトルの
オークションに際して、当該スペクトルを使用する事業者に対して課された開放性の保護を目的とす
る条件???、及び、2007年にFCCが公布したブロードバンド産業の実務に関する調査の告示???の後に続
くものである。
また、FCCは、前述した3つの規則及び補足的な「合理的なネットワーク運営」の原則に加えて、「特
殊化されるサービス」(=‘Specialized Service(s)’)???、並びに「移動体(の)ブロードバンド」(=‘Mobile
 
Broadband’)???に関する規則を定める。
これらの規則は、有線又は無線による、州際又は外国との通信に対するFCCの管轄権の中に存在す
る???。更に、それらは、インターネットの投資を促進し、並びに「音声」(=‘voice’)、「ビデオ」(=‘video’)、
及び「オーディオの/音の」(=‘audio’)通信サービスを保護し、及び/かつ/そして、促進することをFCC
に指示する条項を含む、連邦通信法及び1996年電気通信法における特定の制定法上の義務を履行/実行
する???。
FCCが採用する当該枠組みは、インターネットが、ある開放されたプラットフォーム、すなわち、
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自由市場及び自由な言論によって性質決定されるプラットフォームであって、消費者の選択、エンド・
ユーザーによる制御、低い参入障壁による競争、及び許諾なく革新する自由、を可能とするものであ
り続けることを確かなものとする???。当該枠組みは、インターネットが発展を継続することにともな
う当該市場及び技術における変化に対して適合するための、ブロードバンド・プロバイダー及びFCC
の柔軟性を維持する一方で、高い水準の規則によって開放性を保護することによって、その様に行
う???。
II.開放されたインターネットの保護の必要性
当該規則制定の過程において、FCCは、自由で開放されたインターネットの維持及び促進のための
最善の手段に対する意見を追求した。インターネットの開放性の重要性は、識者の間で広く共有され
ているが、その維持を目的とする、FCCの行動の必要性については、意見が分かれる。
FCCの活動を支持する識者は、「ブロードバンド・インターネット・アクセス・プロバイダー」
(=‘broadband Internet access provider(s)’)による有害な行為の危険(性)を強調し、行動することを
怠ることは、インターネットに対する不可逆的な損害をもたらし得る、と強調する。それに対して、
FCCの不活動を支持する識者は、インターネットは、現在概して開放的であり、そして、その様にあ
り続ける蓋然性が高く、かつ、損害を防止することを狙う規則それら自体が、顕著な費用を課し得る、
という懸念を表明する。
FCCは、インターネットの開放性を、強制可能で、高い水準の予防的な規則によって保護すること
の利益は、当該費用を上回る、と結論付ける。大部分には、当該規則が現在の産業の実務と整合性を
有する様に見えることを理由として、その様な規則を遵守する費用は、小さいはずである一方で、開
放性に対する脅威からもたらされ得る損害は、顕著であり、おそらく、不可逆的である。
当該規則は、ブロードバンド・プロバイダーに対する最小限の負担をともなって、開放されたイン
ターネットの利益を維持し、かつ、全てのインターネットの利害関係人のために確実性を増大させる
目的で注意深く測定された???。
A.インターネットの開放性は、革新、投資、競争、自由な表現/表現の自由、及びその他の全米ブ
ロードバンド(計画)の目的を促進する
電気及びコンピュータ等と同様に、インターネットは、経済全体に大きな影響を有する生産の新た
な手段を可能とする「ジェネラル・パーポス・テクノロジー/汎用目的技術」(=‘General Purpose
 
Technology’/以下「GPT」)である。インターネットの設立者は、如何なるネットワークを通じての革
新及び通信を制限する「門番」(=‘gatekeeper(s)’)を有さないという意味において、ある開放的なネッ
トワークを、意図的に構築した。
したがって、インターネットは、物理的ネットワークを保有するブロードバンド・インターネット・
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アクセス・プロバイダーに許諾を要求することなく、エンド・ユーザーが、彼らが選択するコンテン
ツ及びアプリケーションにアクセスすることを可能とする。このアーキテクチャーは、ネットワーク・
プロバイダー、機器の製造者、産業、又は政府機関であれ、如何なる制御する法主体からの承認を必
要とすることなく、革新者が、新たなアプリケーション及びサービス等を創造し、そして、提供する
ことを可能とする。
このインターネットの開放性は、それに接続される全てのものが、その他の全てのものに到達し、
かつ、ともに事業を行うことを可能とすることによって、最も小規模で、かつ、最も遠隔地に存在す
る事業者であっても、全国規模の及び世界的な市場にアクセスし、「電子商取引」(=‘e-commerce’)及
び「オンラインの広告活動」(=‘online advertising’)を通じて、経済に貢献することを可能としてきた。
インターネットの開放性は、商業的及び非商業的な、広範な革新を可能とする。
インターネットの開放性は、(前述した様な、自己強化される)高潔なサイクル/循環を可能とする。
エンド・ユーザーに到達するエッジ・プロバイダーの能力を制限すること、及び、如何なるエッジ・
プロバイダーの顧客となるかを選択するエンド・ユーザーの能力を制限することは、(インターネット
の)末端部分における革新の速度を、そして、今度は、ネットワーク・インフラストラクチャーに対す
る改良の蓋然性の高い速度を、減殺させ得る???。同様に、当該ネットワークを革新的に使用するブロー
ドバンド・プロバイダーの能力を制限することは、ネットワーク・インフラストラクチャーに対する
改良の速度を、減殺させ得る。
また、開放性は、経済に限定されず、言論及び「市民関与」(=‘civic engagement’)のためのあるプ
ラットフォームとしてのインターネットの役割に対して、不可欠である。門番の不存在によって、イ
ンターネットは、知識有る市民の「言葉による思想の伝達」(=‘discourse’)の基礎を形成する、ニュー
ス/報道及び情報の主要な源となってきた。
これらの理由の全てのために、この手続きにおいて、インターネットが、開放されたプラットフォー
ムであり続けるべきであるということに議論は殆ど存在しない。
B.ブロードバンド・プロバイダーは、インターネットの開放性を制限する誘因及び能力を有する
この手続きの記録は、ブロードバンド・プロバイダーが、潜在的に、現在のインターネットの開放
性を減殺する少なくとも３類型の誘因を有することを明らかにする。第１に、ブロードバンド・プロ
バイダーは、例えば、エンド・ユーザーに対するアクセスの価格及び品質を含む、ネットワークのト
ラフィック/通信量の伝送を支配することによって、特定の「エッジ・プロバイダー」(=‘edge provider
(s)’)???又は(ある)類のエッジ・プロバイダーを遮断し、又は、もし、そうでなければ、不利益を与え
る経済的な誘因を有し得る。あるブロードバンド・プロバイダーは、非関連の(事業者の)提供を犠牲
にして、それ自身又は関連する(事業者の)提供に利益を与える目的で、この力を使用し得る。ブロー
ドバンド・プロバイダーは、当該プロバイダーの提供する利益を生む電話及び/又は有料テレビジョ
ン・サービスと競争関係にある、第三者のインターネット・ベースのサービス(例えば、「ヴォイス・
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オーバー・インターネット・プロトコル」(=‘Voice over Internet Protocol’/以下「VoIP」)サービス
及び/又はオンラインのビデオ配信サービス)の運営に干渉する誘因を有する。
加えて、あるブロードバンド・プロバイダーは、(例えば、あるオンライン・ビデオ・サイトが、あ
るブロードバンド・プロバイダーと、当該ブロードバンド・プロバイダーの加入者に対するある競争
者であるビデオ・サイトのアクセスを否定する契約を締結する場合に)競争者を排除するために、それ
に支払いを行うエッジ・プロバイダーに利益をもたらす目的で行動し得る。
この様な場合に、エンド・ユーザーは、熱望するコンテンツに対するアクセスの不可能によって損
害を受ける(であろう/ことになる)し、そして、当該行為は、減殺された革新及びより少ないサービス
を導き得る???。
これらの懸念と整合性を有して、幾つかの「多チャンネル・ビデオ・プログラミング・ディストゥ
リビューター」(=‘Multichannel Video Programming Distributor(s)’/以下「MVPD(s)」)を含む、
コンテンツ・プロバイダーと垂直的に統合している配達ネットワークは、彼ら自身の関連するコンテ
ンツを支持する誘因を有することが認識されてきた???。
したがって、FCCは、FCCが、「推論の損害のみ」に依存する又は「実証的証拠」を証拠として提
出することに失敗してきた、という主張に反対する。それと反対に、実証的証拠及び現実に発生した
非行/違反行為は、今日のFCCの判断に知識を与える経済理論の正当性を立証する。
第２に、ブロードバンド・プロバイダーは、彼ら自身のインターネットへの接続のために支払いを
行っている、エッジ・プロバイダーに、アクセス又は優先化されたアクセスのための料金を課すこと
によって、利益を増大させる誘因を有し得る。ブロードバンド・プロバイダーは、歴史的には、その
様な料金を課してこなかったが、彼らは、彼らがその様に行うことを許されるべきである、と主張し
てきた。あるブロードバンド・プロバイダーは、エッジ・プロバイダーに、非効率的に高い料金を支
払うことを強い得る。何故なら、そのブロードバンド・プロバイダーは、典型的には、門番としての
役割を果たし得る、あるエッジ・プロバイダーの、ある特定のエンド・ユーザーに到達するための唯
一の選択肢であるからである???。
当該行為が、エッジ・プロバイダー等による革新にもたらし得る損害は、負の外部性であり、イン
ターネットの革新の速い速度を理由として、特に大きく、かつ、インターネットのGPTとしての役割
を理由として、幅広い蓋然性が高い。
幾人かの識者は、「ツー-サイド・マーケット」(=‘two-sided market(s)’)の理論にもとづいて、当該
開放されたインターネットの規則が無ければ、エッジ・プロバイダーに課すアクセス又は優先料金を
評価することによって、顕著な追加的な収入を得るブロードバンド・プロバイダーは、彼らが、ブロー
ドバンドの加入者に課す料金率の増大を回避し得る又は低減し得る、と主張する。このシナリオは、
あり得るが???、如何なるブロードバンド・プロバイダーも、この手続きにおいて、それが、実際に、
エッジ・プロバイダーに課す料金からの如何なる収入を、加入者料金を埋め合わせる目的で使用する
(であろう/ことになる)ことを明言してこなかった。加えて、これらの識者は、以上で描写される/述
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べられる革新の高潔なサイクル/循環に対する、アクセス及び優先料金の有害な影響の(理由原因を)説
明することを怠る。より少ないコンテンツ及びより少ない革新的な提供は、インターネットを、エン
ド・ユーザーに対して、もしそうでない場合よりも、より魅力的でないものとする。結果として、FCC
は、減少された加入者料金が、ここで描写される/述べられる損害の危険に勝る、と結論付けることは
出来ない。
第3に、ブロードバンド・プロバイダーが、エッジ・プロバイダーに、エンド・ユーザーに対する優
先化されたアクセスのために利益的に料金を課し得る場合には、ブロードバンド・プロバイダーは、
彼らが優先されないトラフィック/通信量に提供するサービスの品質を下げる又は(それを)増大する
ことを辞退する誘因を有する(であろう/ことになる)???。このことは、優先化されたアクセスと優先化
されないアクセスとの間の(伝送における「遅延(時間)」(=‘latency’)の様な)品質の間𨻶を増大させ、
エッジ・プロバイダーが、優先化されたアクセスのためにより多くを支払うことを誘導し、そして、
ブロードバンド・プロバイダーが、優先化されたアクセスのためにより高い料金を課すことを許す。
更により損害を与える/有害なことは、ブロードバンド・プロバイダーは、優先化されないトラフィッ
ク/通信量を「スクイーズする/圧搾する/搾取する」(=‘squeeze’)目的で、容量を拡大することを差し
控え得る又は(それを)辞退し得る。それは、ネットワークの「輻輳」(=‘congestion’)の可能性を増大さ
せる(であろう/ことになる)???戦略であり、そして、エッジ・プロバイダーを、低品質の伝送の受容又
はエンド・ユーザーに対する優先化されたアクセスのための支払いの間のある選択に直面させる。こ
のことは、「エンド・トゥー・エンド」(=‘end to end’)の構造が実現してきた、エンド・ユーザー(及
び/又はエッジ・プロバイダー)による支配を喪失させる危険をももたし得る。
合衆国の家庭内のエンド・ユーザーの殆どは、今日、有線のブロードバンド・インターネット・ア
クセス・サービスのための選択肢を1又は2しか有していない。ブロードバンド・プロバイダーが、物
理的ネットワークの末端部分の支配を有することによって引き起こされ得るこの様な危険(性)は、寡
占化が進行する米国の家庭内のブロードバンド市場において、更に増大し得る???。また、当該状況は、
移動体(の)ブロードバンド・プロバイダーを加えて考察する場合でも、変化しない。また、エンド・
ユーザーによるブロードバンド・プロバイダーの変更には、一定の諸費用を必要とする。
C.ブロードバンド・プロバイダーは、制限された開放性に向けて行動してきた
インターネットの開放性に対するこれらの危険は、推論に過ぎない又は単に理論的なものではない。
この類型の行為に対して、既にFCCで強制手続きが行われてきた。早くも2005年には、ある電話会社
の子会社であったあるブロードバンド・プロバイダーが、競争関係にあるVoIPアプリケーションのた
めに使用される、インターネットのポートを遮断したかに対するFCCの審査を終了させる目的で、
15,000合衆国ドルを支払った???。2008年には、FCCは、Comcast Corporation(以下「Comcast社」)
が、その顧客の一定のP2Pのアップロードを、ある合理的なネットワーク運営の正当化なくして、か
つ、その行為の開示なくして、途絶させた、と認定した???。
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同様の実務は、移動体(の)ブロードバンド・サービスの提供においても、観察されてきた。オンラ
イン・ペイメント・サービスを取り扱うある会社と契約した後に、ある移動体(の)無線サービスのプ
ロバイダーが、移動体電話を使用して購入を行う目的で競争するサービスを使用する顧客の意図を遮
断した、と主張されている???。また、全米的な移動体サービスのプロバイダーは、その3Gの移動体(の)
無線ネットワークを経由してアクセスされ得る適法のコンテンツの類型を制限した???。
他のケーブル事業者であるCox Communications, Inc.???及びRCN Telecom Services,LLC.???
も、ネットワークの輻輳の緩和等を目的として、特定のP2Pアプリケーションに干渉したことを認め
た。更に、他のブロードバンド・プロバイダーも、同様の品質の低下に従事してきた証拠が、存在す
る???。
加えて、ブロードバンド・プロバイダーの「サービスの(契約の)条件」(=‘terms of service’)は、一
般的に、当該プロバイダーに対して、トラフィック/通信量を、遮断し、品質を低下し、又は「支持す
る」(=‘favor’)広範な/全面的な権利を留保する。また、インターネットに接続される機器に関して、
ケーブル・モデムの製造業者であるZoom Telephonics, Inc.は、Comcast Cable Communications,
LLCによる機器の認証手続きが、過度に制限的であり、開放されたインターネットの原則に違反した
と主張して、同社に対する正式な不服申立てを、FCCにおいて行った???。
これらの実務は、2005年のインターネット政策声明におけるFCCによる開放されたインターネッ
トの原則の採択、所謂「Madison River事件」及び所謂「Comcast事件」におけるFCCによる強制
手続き、近時の米国で発生した地域Bell電話会社を当事者とする一連の大型通信合併???に対する審査
に際して当該合併の当事者である幾つかのブロードバンド・プロバイダーに対して遵守することが要
求されたFCCの命令、長年のインターネットの規範、並びに、主要なブロードバンド・プロバイダー
による、彼らが、開放されたインターネットの原則を支持し、そして、遵守しているという声明???に
もかかわらず、(それら以後に)発生した。
D.インターネットの開放性を保護する利益は、当該費用を上回る
インターネットの開放性に対する広範な干渉は、インターネットが可能とする革新の高潔なサイク
ル/循環を遅滞させる又は更に破壊する(であろう/ことになる)し、かつ、不可逆的な又は取り消すこ
とが非常に費用を要し得る損害の原因となる蓋然性が高い(であろう/ことになる)。当該損害の影響
は、インターネットのGPTとしての役割を理由として、幅広い。
有害な実務が広まることは、確かではないが、ブロードバンド・プロバイダーが、開放されたイン
ターネットに、過去において干渉してきたし、そして、将来においてその様に行うある増大しつつあ
る誘因及び能力を有していることから、至急の懸念のための有力な理由が存在する。効果的な開放さ
れたインターネットの規則は、アメリカ人に、ニュース/報道、情報及びエンターテインメント/娯楽
の多様な源と同様に、健康、教育及び環境を強化する、一連の技術及び機器に対する束縛されないア
クセスを確かなものとする一方で、これらの損害の危険を防止又は減少させ得る。
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これらの予防的な手段の利益と比較して、ここで採択される開放されたインターネットの規則に関
連する費用は、小さい蓋然性が高い。何故なら、インターネットの成長を支持する開放性を補強して
きた、そして、この非常に成功している現状を実質的に変更しない規則は、顕著な遵守費用を必要と
しないからである。
幾人かの識者は、開放されたインターネットの規則は、ブロードバンドの提供における投資を減殺
する蓋然性が高い、と主張する。FCCは、当該考えに反対する。何故なら、従前の開放されたインター
ネットの義務が、投資を妨げた証拠は存在しないし、そして、非常に多くの識者は、革新の高潔なサ
イクル/循環を維持することによって、開放されたインターネットの規則が、ブロードバンド・インフ
ラストラクチャーにおいて投資する誘因を増大させる(であろう/ことになる)、と説明するからであ
る。
FCCが特定する当該危険の重大性及び性質は、重大な、普及/浸透する、及び潜在的に不可逆的な損
害が、如何なる行動を取る以前に発生することを待つよりもむしろ、インターネットの開放性を維持
する予防的な規則を現在採択することを適切にする。
更に、2010年の所謂 ?Comcast事件」の連邦控訴裁判所判決以降、将来における開放されたイン
ターネットの原則の強制に関する顕著な不確実性が存在し、それを解消する必要がある。
III.開放されたインターネットの規則
A.?当該規則の射程」(=‘Scope of the Rules’)
当該命令の、「付録A 実体的規則 ?8.11定義 (a)ブロードバンド・インターネット・アクセス・
サービス」は、当該サービスを、「有線又は無線による、あるマス-マーケットの小売りのサービスで
あって、全て又は実質的に全ての、インターネットのエンドポイントにデータを伝送し、かつ/及び、
そこからデータを受信する性能を提供するものを意味する。当該性能は、通信サービスのオペレーショ
ン/運営に付随する、又はそれを可能とするものを含むが、しかし、ダイヤル-アップ・インターネッ
ト・アクセス・サービスを除く。この語は、また、FCCが、当該前の文で描写される/述べられるサー
ビスと機能的に同等のものを提供していると認定する、又はこの部に記される保護を回避する目的で
使用される、如何なるサービスを含む。」と規定する???。
当該規則の射程は、以下のとおりである。当該規則は、「ブロードバンド・インターネット・アクセ
ス・サービス」に適用される。当該語は、有線、(ライセンスを必要とする又はそれを必要としない、
固定及び移動体の無線サービスを含む)地上波無線、並びに衛星を経由して提供されるサービスを含む
が、これらに限定されない、如何なる技術プラットフォームを経由して提供されるサービスを含む。
また、FCCが、ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスの代替物であると認定したも
のも、当該規則の適用対象となる??????。
ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスは、(これらのサービスが、当該サービスか
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ら分離して取り出される場合には)「バーチャル・プライベート・ネットワーク/仮想専用ネットワー
ク/仮想専用線」(=‘Virtual Private Network(s)’/以下「VPN(s)」)、「コンテンツ・デリバリ ・ーネッ
トワーク・サービス/コンテンツ配信ネットワーク・サービス」(=‘Content Delivery Network Service
(s)’/以下「CDNサービス」)、「多チャンネル・ビデオ・プログラミング・サービス」(=‘Multichannel
 
Video Programming Services(s)’/以下「MVPサービス」)、「ホスティング」(=‘hosting’)若しくはデー
タ保存サービス、又はインターネット・バックボーン・サービスを、含まない???。
更に、当該規則は、連邦通信法第 II編によって保護されるダイヤル-アップ・インターネット・アク
セス・サービスには適用されない???。最後に、当該規則は、喫茶店、書店、空港及び他の法主体が、
ブロードバンド・プロバイダーからインターネット・サービスを獲得して、彼らの顧客に彼らの事業
所からインターネット・アクセスを可能とする(すなわち、これらのサービスが、典型的には、その様
な「プレミス・オペレーター/構内オペレーター」(=‘premise operator(s)’)によって、顧客に対する
付随的な利益として提供される)場合には、それに対して直接的には適用されない???。
B.?透明性」(=‘Transparency’)
当該命令の、「付録A 実体的規則 ?8.3透明性」は、「ブロードバンド・インターネット・アクセ
ス・サービスに従事するもの/人は、当該ネットワーク運営実務、性能、及びそのブロードバンド・イ
ンターネット・アクセス・サービスの商業的/商業的な(契約の)条件に関する正確な情報を、消費者が、
当該サービスの使用に関する「知識のある/情報を提供された」(=‘informed’)選択を行い、かつ、コン
テンツ、アプリケーション、サービス及び機器のプロバイダーが、インターネットの提供を、発展さ
せ、市場に出し、及び維持すること、を可能とするために十分に、公然と/公衆に/公的に公開しなけ
ればならない。」と規定する???。
インターネットの「エコシステム/生態系」(=‘ecosystem’)に渡って、競争を促進することは、当該
規則のある中心的目的である。ブロードバンド・プロバイダーのネットワーク運営実務、並びに彼ら
のサービスの性能及び商業的/商業的な(契約の)条件の効果的な開示は、競争と同様に、革新、投資、
エンド・ユーザーの選択、及びブロードバンドの採用を、促進する???。
但し、当該規則は、競争的にセンシティブな/敏感な情報、又はネットワークの安全に妥協を強いる、
若しくは合理的なネットワーク運営実務の効率性を害する情報、を公衆に提供することを要求しな
い???。
FCCは、ブロードバンド・プロバイダーが、適時、かつ、顕著に、平易な言葉で、以下の項目の幾
つか又は全てを公開することを期待する。すなわち、(1)ネットワーク実務(例えば、輻輳の管理、ア
プリケーション特有の振る舞い、機器接続の規則、及びセキュリティ/安全等)、(2)パフォーマンス/
履行の特徴(例えば、サービスの描写、及び「特殊化されるサービス」の影響等)、並びに(3)商業的/
商業的な(契約の)条件(例えば、価格設定、プライバシ ・ーポリシー、及び「救済の選択肢」(=‘Redress
 
Options’)等)???。但し、このリスト/(一覧)表は、必ずしも包括的でもなく、また、セーフ・ハーバー
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でもない???。
これらの情報は、少なくとも公衆が入手可能な、容易にアクセスが可能なWWW サイト上に公開さ
れ、かつ、関連する情報が、販売地点で開示されなければならない???。ブロードバンド・プロバイダー
のオンラインの開示は、監視及び強制の目的のためにFCCに対して開示されたと解釈されなければ
ならない???。FCCは、FCCに対する追加的な開示を、直接的に要求し得る???。
C.?ブロッキング/遮断の禁止」(=‘No Blocking’)及び「不合理な差別の禁止」(=‘No Unreasonable
 
Discrimination’)
当該命令の、「付録A 実体的規則 ?8.5ブロッキング/遮断の禁止」は、「固定(の)ブロードバンド・
インターネット・アクセス・サービスに従事するあるもの/人は、そのもの/人が当該事業に従事する
限りにおいては、合理的なネットワーク運営に服して、適法の、コンテンツ、アプリケーション、サー
ビス又は損害を与えない機器をブロッキング/遮断してはならない。
移動体(の)ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスに従事するあるもの/人は、その
もの/人が当該事業に従事する限りにおいては、合理的なネットワーク運営に服して、消費者を、適法
のWWW サイトからブロッキング/遮断してはならず、また、当該もの/人は、合理的なネットワーク
運営に服して、当該プロバイダーの、音声又はビデオの電話サービスと競争するアプリケーションを
ブロッキング/遮断してはならない。」と規定する???。
「コンテンツ、アプリケーション、サービス」という当該句は、これらの範疇の何れかに正確に適
合し得ない、あるブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスのエンド・ユーザーに対し
て、又は彼らから、伝送される全てのトラフィック/通信量を含む???。当該規則は、エンド・ユーザー
に、当該機器が、当該ネットワークに損害を与えないという条件で、彼らの選択する如何なる適法の
機器の接続及び使用を行う権利を与える???。当該規則は、ブロードバンド・プロバイダーが、特定の
コンテンツ、アプリケーション、サービス及び(有害でない)機器を、(合理的なネットワーク運営に服
して)それらを効率的に利用不可能にする様に、「害すること/インペアリング」(=‘impairing’)又は「(品
質を)低下させること」(=‘degrading’)にも適用される???。
当該命令の、「付録A 実体的規則 ?8.7不合理な差別の禁止」は、「固定(の)ブロードバンド・イ
ンターネット・アクセス・サービスに従事するあるもの/人は、そのもの/人が当該事業に従事する限
りにおいては、ある消費者のブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスを経由する、適
法のネットワーク・トラフィック/通信量の伝送において、不合理な差別を行ってはならない。合理的
なネットワーク運営は、不合理な差別を構成してはならない。」と規定する???。
FCCは、不合理な差別から、合理的な差別を区別することに関する更なる指針を提供する。
・透明性???:トラフィック/通信量の差別的な取扱いは、その取扱いが、エンド・ユーザーに対して
より透明であるほど、より合理的である蓋然性が高くなる。FCCは、以前に、ブロードバンド・プロ
バイダーの実務が、一部には、それらが、エンド・ユーザーに対して開示されなかったことを理由と
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して、開放されたインターネットの原則に違反する、と認定したことがある???。
・エンド・ユーザーの制御???:エンド・ユーザーの制御を最大化することは、連邦議会が、連邦通信
法 ?230(b)???において、認識したある政策の目的であり、エンド・ユーザーの選択及び制御は、差別
の合理性の評価における試金石である。したがって、エンド・ユーザーが、異なるブロードバンドの
提供の中から、データの確認された速度及び信頼性の様な要素にもとづいて選択すること、又は、彼
らが選択するトラフィック/通信量のための彼ら自身の接続にもとづくサービスの品質の強化を選択
すること、を可能とすることは、当該ブロードバンド・プロバイダーの提供が、完全に開示され、か
つ、競争又はエンド・ユーザーに対して有害ではないという条件で、不合理な差別の禁止の規則に違
反する蓋然性が低い。何故なら、この様な類の合意においては、どのトラフィック/通信量が、優先を
獲得するかを、個々の加入者が判断し得ることを理由として、当該プロバイダーは、如何なる特定の
梃子も獲得しないからである。また、FCCが、今日採択する枠組みは、ブロードバンド・プロバイダー
が、加入者に対して、彼らが消費した帯域に応じた料金を課す、「階層化された」(=‘tiered’)又は「使
用をベースとする」(=‘usage-based’)価格設定を行うことを禁止しない。
・「ユース-アグノステックな/使用に不可知な」(=‘use-agnostic’)差別???:それは、「アプリケーショ
ン-アグノステックな/アプリケーションに不可知な」(=‘application-agnostic’)差別とも言われる。特
定の、ネットワークの使用又は使用の類の間で差別を行わない、トラフィック/通信量の差別的な取扱
いは、合理的である蓋然性が高い。何故なら、それは、どのコンテンツ、アプリケーション、サービ
ス及び機器を利用するかについてのエンド・ユーザーの選択に干渉しないし、また、エッジ・プロバ
イダー間の競争を歪曲しないからである。
・標準実務???:FCCは、標準化団体の役割の重要性を理解する。しかし、FCCは、その規則を解釈
する又は補足する権能を、外部のもの/人に付与しないことを明らかにする。
FCCは、(概して、)「不合理な差別の禁止」の規則の解釈を、「一件一件の/ケース-バイ-ケースの」
(=‘case-by-case’)の過程に委ねるが、特に、「優先のための支払い」(=‘Pay for Priority’)については、
当該規則を充足する蓋然性が低い、と判断する???。その理由は、以下のとおり。第１に、「優先のため
の支払い」は、歴史的及び現在の実務からの顕著な「離脱」(=‘departure’)に相当するであろうこと。
第２に、長年の規範からのこの離脱は、インターネットにおける及びその上の革新及び投資に対する
重大な損害を与え得ること。第３に、「優先のための支払い」の取り決めは、特に、個々の/個人のブ
ロガー、図書館、学校、「支持組織」(=‘advocacy organization(s)’)及び(その)他の「スピーカー/話
者」(=‘speaker(s)’)を含む非商業的なエンド･ユーザー、特に、ネットワークの輻輳に敏感なビデオ
又は(その)他のコンテンツによって通信するものに、損害を与え得ること。そして、第4に、「優先の
ための支払い」のサービスを提供することを追求するかも知れないブロードバンド・プロバイダーは、
優先化されないトラフィック/通信量に対して提供されるサービスの品質を限定する、ある誘因を有し
得ること。
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D.?合理的なネットワーク運営」(=‘Reasonable Network Management’)
当該命令の、「付録A 実体的規則 ?8.11定義 (d)合理的なネットワーク運営」は、「あるネット
ワーク運営は、当該ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスの当該特定のネットワー
ク・アーキテクチャー及び技術を考慮して、それが、ある「正当な」(=‘legitimate’)ネットワーク運営
の目的の獲得に適切であり、かつ/及び、(それ)に適応される場合には、合理的である。」と定義する???。
正当なネットワーク運営の目的は、以下を含む???。
(A)以下を含む手段によって、ネットワークのセキュリティ/安全及び「インテグリティ/完全性」
(=‘integrity’)を、確かなものとすること。すなわち、ネットワークに有害なトラフィック/通信量を、
「アドレシング」(=‘addressing’)すること、及び/又は、両親による監督又はセキュリティ/安全の性能
に関するエンド・ユーザーの選択と整合性を有するサービス又は性能を提供することの様な手段に
よって、(構内のオペレーターを含む)エンド・ユーザーによって望まれていないトラフィック/通信量
を、アドレシングすること。並びに、
(B)当該ネットワーク上の輻輳の影響を減少させる又は緩和すること。
当該規則の「特定のネットワーク・アーキテクチャー及び技術」という当該語は、ケーブル、xDSL、
衛星、及び固定無線の様な、アクセス・プラットフォームに渡る差異を言う???。FCCは、「合理的なネッ
トワーク運営」の範囲を、ブロードバンド・プロバイダーの実際の実務についての不服申立てが発生
する場合に、「一件一件の/ケース-バイ-ケースの」ベースで、更に発展させる(であろう/ことにな
る)???。FCCは、「合理的なネットワーク運営」を、上記の内容よりも、より拡張的なものとして、又
はより狭義なものとして、定義することに反対する???。FCCは、「合理的なネットワーク運営」が、プ
ラットフォームによって異なり得ることを認識する???。
E.?移動体(の)ブロードバンド」(=‘Mobile Broadband’)
移動体(の)ブロードバンドは、固定(の)ブロードバンドよりも初期の段階にあるプラットフォーム
であり、かつ、急速に発展している。それは、ブロードバンドの採用を助けることが期待されている。
加えて、移動体のエコシステム/生態系は、非常に急速な革新及び変化を経験しつつある???。更に、殆
どの消費者は、固定(の)ブロードバンドのための選択肢よりも多く、移動体(の)ブロードバンドのた
めの選択肢を有している。しかし、移動体(の)ブロードバンドの、速度、容量、及び普及率は、典型
的には、固定(の)ブロードバンドよりも遙かに低い。加えて、既存の移動体(の)ネットワークは、(例
えば、電磁波のスペクトルの必要性等の)固定(の)ネットワークが、典型的には、直面しない技術的及
び/又は操作上(の)制約を提起する???。
このことは、移動体(の)プロバイダーのための「合理的なネットワーク運営」という概念に、より
大きな圧力を置き、そして、現在の時点で、移動体に対するより幅広い一連の規則を適用することに
おける追加的な挑戦を創出する。一方、近時では、移動体(の)ブロードバンドに関連して、インター
ネットの開放性の維持を目的とする、幾つかの動きが存在してきた???。
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当該命令において、FCCは、移動体(の)ブロードバンド・プロバイダーに対して、固定(の)ブロー
ドバンド・プロバイダーに適用され得るものと同一の透明性の規則???、及び(前述した)基本的なブ
ロッキング/遮断の禁止の遵守を要求する、ある特定の開放されたインターネットの原則を適用す
る???。
また、あるネットワーク運営実務が合理的であるかを判断するにおいて、FCCは、周波数の効率的
利用に関連する差異を含む、無線と他のブロードバンド・アクセス・プラットフォームとの間の、技
術的、運営上の、及び他の差異を考察する(であろう/ことになる)???。当該規則は、「合理的なネット
ワーク運営」に服し、当該語は、(固定(の)ブロードバンドにも適用される)前述の定義と同一の意味
を有する???。
幾人かの識者は、「不合理な差別の禁止」の規則を移動体(の)ブロードバンドに適用することを支持
するが、FCCは、この時点では、基本的な開放性の保護を導入し、そして、移動体(の)ブロードバン
ド市場の発展を監視することをより好んで、そうすることを却ける???。
FCCは、現在の時点では、移動体(の)ブロードバンドを経由してアクセスされる場合には、インター
ネットの開放性を保護する目的で、「評価される段階」(=‘measured step(s)’)を取ることが適切であ
る、と結論付ける。FCCは、移動体(の)ブロードバンド市場の発展を綿密に監視し、そして、FCCが
今日採択した当該枠組みを、適切なものに適合させる(であろう/ことになる)???。
F.?他の法及び考察」(=‘Other Laws and Considerations’)
当該規則は、他の法、又は安全及び安全保障の考慮に関して、ブロードバンド・プロバイダーの権
利又は義務を拡張する又は縮小すること???、及び/又は、コンテンツの不適法の伝送を取り扱う当該プ
ロバイダーによる努力を禁止すること、を意図しない???。
G.?特殊化されるサービス」(=‘Specialized Service(s)’)
Open Internet NPRM において、FCCは、ブロードバンド・プロバイダーが、その「ラスト-マイ
ル/最後の1マイル」(=‘last-mile’)の施設を経由して、ブロードバンド・インターネット・アクセス・
サービスと容量を共有するサービスを提供し、そして、将来において、その様なサービスを発展させ、
かつ、提供し得ることを認識した???。幾つかのブロードバンド・プロバイダーの、既存の「施設ベー
スの」(=‘facilities-based’)VoIP、及び「IP-ビデオの提供」(=‘Internet Protocol-video offerings’)の
様な、「特殊化されるサービス」(=‘Specialized Service(s)’)???は、ブロードバンド・インターネット・
アクセス・サービスとは異なり、そして、ブロードバンド・ネットワークにおける追加的な私的な投
資を(活発に)行わせ、かつ、開放されたインターネットの利益を補強して、消費者に「価値有るサー
ビス」(=‘valued service(s)’)を提供し得る???。
しかし、同時に、「特殊化されるサービス」は、開放されたインターネットの保護を迂回し、当該開
放されたインターネットに取って代わり、そして/かつ/及び、反競争的行為を可能とすることに関す
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る懸念を提起する???。
FCCは、現在の時点では、当該サービスに特定の政策を採用するのではなく、むしろ、「特殊化され
るサービス」に関して綿密に監視し、そして/かつ/及び、それに関して増分的に前進する目的で、そ
の権能を行使する???。
特に、FCCは、ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスの活発さ及び支払可能性を、
「特殊化されるサービス」が、如何なるやり方においてであれ、ブロードバンド・インターネット・
アクセス・サービスのために入手可能な容量の成長又は(それを)建設することを遅滞させている徴候
に特に焦点を当てつつ、綿密に監視する(つもりである)???。
また、FCCは、ブロードバンド・プロバイダーが、ブロードバンド・インターネット・アクセス・
サービスのために入手可能なラスト-マイル/最後の1マイルの容量、又はその性能に対する、「特殊化
されるサービス」の影響が、(もし、)存在する場合には、当該サービスについての情報を開示すること
を期待する???。FCCは、この領域における、追加的な開示の要求を、消費者の(ための)透明性及び開
示に関する、FCCの関連する手続きで考察し得る???。
IV.開放されたインターネットの規則を採択する FCCの権能
FCCは、以下の理由によって、当該規則を採択する権能を有する。
連邦通信法 ?1???は、FCCを創設し、同法 ?2???は、FCCに「全ての有線又は無線による州際及び
外国との通信」に対する管轄権を付与する。(合衆国)最高裁判所が、説明した様に、連邦議会は、FCC
に「その支配的な特性/特質/特徴が、その広がりの急速な速度であった、企業の領域を規制する」義
務を負わせ、そして、「流動的で動的な」通信技術に関して発生する新たな問題を取り扱う、十分に広
範な権限をFCCに付与することを意図した???。ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービ
スは、FCCの事物管轄権の中に明確に存在し???、歴史的に、FCCによって監督されてきた。更に、当
該規則の採択は、連邦通信法及び1996年電気通信法における特定の制定法上の義務を導入する。
連邦議会は、(特に以下の条文において)現代の州際通信に対するインターネット及び「アドバンス
ト・サービス/高度サービス」(=‘advanced service’)の重要性に対するその認識を表明してきた。すな
わち、インターネットの継続的発展及びそれのための活力ある競争的な自由市場の維持等を目的とす
る連邦通信法 ?230(b)???、高度な電気通信性能及び情報サービスに関する連邦のユニバーサル・サー
ビス・プログラムを設計する義務をFCCに課す同法?254???、並びに全てのアメリカ人に対する高度な
電気通信性能の迅速、かつ、適時の提供の促進の実現を定める1996年電気通信法 ?706???。
また、1996年電気通信法の立法史は、連邦議会が、同法が、十分な柔軟性をFCCに付与する一方で、
それにインターネットを保護し、かつ、促進することを強いる(であろう/ことになる)ことを信じてい
たことを明らかにする???。
更に、連邦議会は、FCCに対するその指示を、連邦通信の諸法の1つの条に限定しなかった。むしろ、
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それは、(それらが)全体として見られた場合に、競争、投資、透明性、及びある開放されたインター
ネットを、FCCが今日採択する当該規則によって、促進する目的で、広範な権能を付与する複数の条
において、その指示を、表明した。それらは、以下を含む。すなわち、1996年電気通信法 ?706???、競
争及び電気通信サービスの消費者を保護する連邦通信法の第 II編、特に当該サービスの提供に関連す
る料金及び実務が、正当で、かつ、合理的であることを確かなものとする明示的、かつ、拡張的な権
能をFCCに付与する同法 ?201???、及び全ての電気通信事業者に直接的又は間接的に非差別的な相互
接続を義務付ける同法 ?251(a)(1)???、固定及び移動体の無線サービスを提供するために使用される
電磁波のスペクトルをライセンスする権能等をFCCに付与する連邦通信法の第 III編、ビデオ・サー
ビスにおける競争を保護する連邦通信法の第VI編、特にビデオ・プログラミングの配信における競争
及び多様性の発展等について規定する同法 ?628???、及びビデオ・プログラムの伝送協定及び関連する
実務の規制について規定する同法 ?616(a)???、並びに、特に透明性の規則との関連で、連邦議会に対
する年次報告をFCCに義務付ける同法 ?4(k)???、市場参入障壁に対する３年毎の報告をFCCに指
示する同法 ?257???、及びコモン・キャリア及びその関連会社から情報を獲得する広範な権能をFCC
に付与する同法 ?218???。
なお、幾人かの識者は、開放されたインターネットの規則は、(表現の自由を保障する)合衆国憲法
修正第１???に違反し、合衆国憲法修正第５???のもとでの「違憲な(公用)収容/違憲な(公用)使用」(=
‘unconstitutional taking’)に値する、と主張する。しかし、FCCは、これらの憲法上の問題を審査し、
そして、それらが根拠のないものであると認定する???。
V.強制
開放されたインターネットの規則の違反に対して、(1)非正式な/略式の/簡略の不服申立て???、(2)
正式な不服申立て???、及び(3)FCCによって開始される訴訟???が、可能である。特に、FCCは、その
「ケーブル・アクセス不服申立規則」(=‘cable access complaint rules’)の第76部を基礎として、正式
な不服申立てに関する一連の手続きを新たに採択する。
VI.施行日、オープン・インターネット諮問委員会/開放されたインターネット諮問委
員会及び FCCによる再考
FCCが、採択する当該規則の全ては、情報収集の要求の承認に関する「行政管理・予算局」(=‘the
 
Office of Management and Budget’/OMB)の判断を公示する連邦行政命令集の公告の日から60日後
に発効する???。
インターネットの開放性の状態及び当該規則の効果の監視においてFCCを助ける目的で、FCCは、
「オープン・インターネット諮問委員会/開放されたインターネット諮問委員会」(=‘the Open Internet
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Advisory Committee’)???を創設する???。
技術及びブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスのための市場の変化の速度の見地
から、並びに、インターネットの開放性を維持することのために今日採択された当該枠組みの有用性
を評価する目的で、FCCは、当該規則の全てを、それらの施行日から遅くとも2年までに、再考し、そ
して、その枠組みを適切なものに修正する(であろう/ことになる)???。
VII.手続的事項
FCCは、「最終的な規制上の柔軟性の分析」(=‘Final Regulatory Flexibility Analysis’)、「1995年
文書業務削減法の分析」(=‘the Paperwork Reduction Act of1995Analysis’)、「連邦議会再考法」(=
‘the Congressional Review Act’)、「データ品質法」(=‘the Data Quality Act’)、及び「アクセス可能
なフォーマット」(=‘Accessible Formats’)に関する要件を充足しなければならない???。
VIII.命令条項
したがって、改正された1934年通信法 ??1、2、3、4、201、218、230、251、254、256、257、301、
303、304、307、309、316、332、403、503、602、616、及び628、並びに改正された1996年電気通信法
?706に従って、当該報告及び命令は、採択されることが命じられる???。
更に、FCCの規則の第0部は、付録Bに記される様に、改正されることが命じられる???。
更に、FCCの規則の第8部は、付録A及びBに記される様に、追加されることが命じられる???。
更に、この報告書及び命令は、付録Aに含まれる情報収集の要求の承認に関する行政管理・予算局
の当該判断を公示する連邦行政命令集の公告の日から60日後に発効することが命じられる???。
更に、FCCの「消費者･政府問題局」(=‘the Consumer and Governmental Affairs Bureau’)の「参
考情報センター」(=‘the Reference Information Center’)は、「最終的な規制上の柔軟性の分析」を含
めて、この報告書及び命令を1部、「小規模事業者局」(=‘the Small Business Administration’)の「首
席法務官」(=‘the Chief Counsel for Advocacy’)に送付しなければならないことが命じられる???。
付録Ａ 実体的規則 (全訳)
?8.1目的．
この部の目的は、インターネットを、消費者の選択、表現の自由、エンド・ユーザーの制御、許諾
なく競争及び革新を行う自由、を可能とする、ある１つの開放されたプラットフォームとして維持す
ることである。
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?8.3透明性．
ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスに従事するもの/人は、当該ネットワーク運
営実務、性能、及びそのブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスの商業的/商業的な(契
約の)条件に関する正確な情報を、消費者が、当該サービスの使用に関する「知識のある/情報を提供
された」(=‘informed’)選択を行い、かつ、コンテンツ、アプリケーション、サービス及び機器のプロ
バイダーが、インターネットの提供を、発展させ、市場に出し、及び維持すること、を可能とするた
めに十分に、公然と/公衆に/公的に公開しなければならない。
?8.5ブロッキング/遮断の禁止．
固定(の)ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスに従事するあるもの/人は、そのも
の/人が当該事業に従事する限りにおいては、合理的なネットワーク運営に服して、適法の、コンテン
ツ、アプリケーション、サービス又は損害を与えない機器をブロッキング/遮断してはならない。
移動体(の)ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスに従事するあるもの/人は、その
もの/人が当該事業に従事する限りにおいては、合理的なネットワーク運営に服して、消費者を、適法
のWWW サイトからブロッキング/遮断してはならず、また、当該もの/人は、合理的なネットワーク
運営に服して、当該プロバイダーの、音声又はビデオの電話サービスと競争するアプリケーションを
ブロッキング/遮断してはならない。
?8.7不合理な差別の禁止．
固定(の)ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスに従事するあるもの/人は、そのも
の/人が当該事業に従事する限りにおいては、ある消費者のブロードバンド・インターネット・アクセ
ス・サービスを経由する、適法のネットワーク・トラフィック/通信量の伝送において、不合理な差別
を行ってはならない。合理的なネットワーク運営は、不合理な差別を構成してはならない。
?8.9他の法及び考察．
この部の如何なるものも、あるブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスのプロバイ
ダーが、準拠法と整合性を有して又は準拠法によって許可される様に、緊急通信若しくは法の執行、
公共の安全、又は国家安全当局の必要を取り扱わねばならないかもしれない、如何なる義務又は権限
の付与も破棄しないし、また、当該プロバイダーのその様に行う能力を制限しない。
この部の如何なるものも、あるブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスのプロバイ
ダーによる、著作権侵害又は他の不適法の活動を取り扱う合理的な努力を禁止しない。
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?8.11定義．
(a)ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービス．
有線又は無線による、あるマス-マーケットの小売りのサービスであって、全て又は実質的に全ての、
インターネットのエンドポイントにデータを伝送し、かつ/及び、そこからデータを受信する性能を提
供するものを意味する。当該性能は、通信サービスのオペレーション/運営に付随する、又はそれを可
能とするものを含むが、しかし、ダイヤル-アップ・インターネット・アクセス・サービスを除く。こ
の語は、また、FCCが、当該前の文で描写される/述べられるサービスと機能的に同等のものを提供し
ていると認定する、又はこの部に記される保護を回避する目的で使用される、如何なるサービスを含
む。
(b)固定(の)ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービス．
まず、第１に、固定のエンドポイントで、固定された機器を使用して、エンド・ユーザーにサービ
スを提供するあるブロードバンド・インターネット・アクセス・サービス。固定(の)ブロードバンド・
インターネット・アクセス・サービスは、固定無線サービス(ライセンスを必要としない固定無線サー
ビスを含む)、及び固定衛星サービスを含む。
(c)移動体(の)ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービス．
まず、第１に、「移動局」(=‘mobile station(s)’)を使用して、エンド・ユーザーにサービスを提供す
るあるブロードバンド・インターネット・アクセス・サービス。
(d)合理的なネットワーク運営．
あるネットワーク運営は、当該ブロードバンド・インターネット・アクセス・サービスの当該特定
のネットワーク・アーキテクチャー及び技術を考慮して、それが、ある「正当な」(=‘legitimate’)ネッ
トワーク運営の目的の獲得に適切であり、かつ/及び、(それ)に適応される場合には、合理的である。
付録Ｂ 手続的規則 (省略)
付録Ｃ 注釈者/評釈者(一覧)表 (省略)
付録Ｄ 最終的な規制上の柔軟性の分析 (省略)
□
［付記］ 本稿は、研究題目「次世代ネットワークと通信・放送の融合法制に関する研究」(若手研究(B)平成21-23年度)
に対して交付された、科学研究費補助金の成果の一部を含むものである。
（原稿提出 平成23年９月16日）
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